
 

 

      

 

 
 

 

 

 

 

 

 知的財産の重要性を認識せずに海外企業と取引することで、模倣品被害や技術流出等、様々な問題が生じて

います。今般、ジェトロでは手口が巧妙・悪質化する知的財産権の侵害を未然に防ぐべく、事前対策の重要性、

自社製品の権利保護のためになすべき事項等にかかる標記セミナーを開催します。 

当日はジェトロの知的財産専門家を講師とし、中国における機械・部品産業の事例を中心に商標権・特許に

ついて説明する予定です。なお、セミナー終了後に個別相談会を併せて実施します。（1 社あたり30 分程度/

先着3 社まで）ご関心のある方は、是非併せてお申込ください。皆様のご参加、心よりお待ちしております。 

 

1. 日 時  2013 年1 月9 日（水）14：00～16：00  （受付開始 ：13:30） 

2. 会 場  アイテムえひめ3 階 多目的ルーム（松山市大可賀2-1-28） 

3.  概 要 

 

I. 14：00～15：45 

「中国等 東アジアにおける知的財産トラブル事例とその対応」 

ジェトロ進出企業支援・知的財産部 知的財産課  

知的財産権専門家 服部正明 

＜講師略歴＞ 

本田技研工業（株）入社後、本田技術研究所配属。主任研究員、特許・技術情報課課長

を経て、本田技研工業（株）知的財産部主幹として中国のみならず世界各国での模倣品対

策に約５年間従事。また（社）日本自動車工業会の知的財産WG 主査として、約３年間、

中国を中心とした数々の知財問題対策プロジェクトにも関わる。 

2005 年9 月からはジェトロ知的財産権専門家として、数多くの中小企業等からの知

財に関する相談に幅広く対応する他、各地で模倣対策セミナーを多数開催。 

 

II.  15：45～16：00 質疑応答 

III.  16：00～     個別相談会（事前申込者対象/先着3 社） 

 

4. 参加費 無 料（※お車でお越しの方は、施設の駐車場代が必要です） 

5. 定 員  先 着40 名程度  

6. 締 切 2013 年1 月7 日（月）12：00 

7. 主催・共催  ジェトロ愛媛、愛媛県、愛媛県産業貿易振興協会  

8. 後援 一般社団法人愛媛県発明協会、松山商工会議所 

9. 個別相談 セミナー終了後に講師が個別面談（30 分程度/1 社）を承ります（先着３社程度） 

10. 問い合わせ先 ジェトロ愛媛 TEL：089-952-0015  （担当：岡部、古口） 

  

 

 

中国等 東アジアにおける知的財産トラブル事例とその対応 

～商標権・特許編～ 



 

中国等 東アジアにおける知的財産トラブル事例とその対応 

～商標権・特許編～ 

FAX：089-952-8588  またはehi@jetro.go.jp  ジェトロ愛媛行（担当：岡部、古口） 

貴 社 名  部署名 
 

業 種 

（業種一覧(別添)の業

種コードをご記入くだ

さい） 

 
企業形態 大企業 中小企業 その他 不明 

海外よりご参加  
の方のみ 日系 日系以外 その他 不明  

参加者名  役 職  

所在地 
〒 

 

連絡先 

TEL：                FAX: 

E-mail: 

講師に対する     

事前質問事項 

※事前に講師にお聞きになりたいことがありましたらご記入ください。プログラム作成の参考とさせて頂きます。 

 

 

個別相談 □希望する  □希望しない（※先着順のため、ご希望に添えないことがございますこと、ご了承下さい） 

      

■今後、ジェトロからのご案内メール送付をご希望するお客様は、以下についてもご記入ください。 

 

案 内 方 法 

(複数選択可) 

E-MAIL   DM（ダイレクトメール） FAX  送付を希望しない 

※FAX番号（ご希望の場合）：（                     ）   

関心ビジネス形態 

（複数選択可） 

輸出    輸入    海外投資    対日投資   

調査・研究（各国・地域情報、WTO・EPA・FTA関連情報など） 

関心分野など 

（複数選択可） 

食品  機械・部品  環境・エネルギー インフラ・プラント 

先端技術（IT・バイオなど)  伝統産品・日用品・生活用品など  

繊維・衣料   コンテンツ（映画・音楽・ゲーム・アニメ）     

サービス産業  知的財産権保護関連情報  BOPビジネス 

関心地域・国 

（複数選択可） 

【地域選択】 (「地域」を選択のうえ、「関心国」を記入してください） 

日本   アジア・オセアニア   中東   ロシア・CIS  欧州    

北米   中南米   アフリカ   全世界 

【関心国】 （                            ) 

※ご記入いただい情報は適切に管理し、本セミナーの準備・運営を目的に使用させていただくとともに、上 

記でご希望いただいた方には今後ジェトロのサービス・イベント・セミナー等のご案内をさせていただく 

際に使用させていただきます。 

※お客様の個人情報保護については、ジェトロ個人情報保護方針(http://www.jetro.go.jp/privacy/)に基づき、適

正に管理運用させていただきます。 

参 加 申 込 書 



  

別添 

 

業種コード 業種一覧 

1 農林水産業 

2 鉱業（金属、非金属、石 油、ガス、石炭等） 

3 工事、建設業（建設、土木、設備等の各工事） 

4 食料・飲料品、たばこ、飼料等製造業 

5 繊維、衣服、革・毛皮、装飾品製造業 

6 木材、パルプ、紙製造、及び各製品製造業 

7 家具・装備品製造業 

8 化学、医薬品、石油化学・石炭製品製造業 

9 ゴム、プラスチック製品製造業 

10 窯業、ガラス・土石製品製造業 

11 鉄鋼、非鉄金属製造業 

12 金属製品製造業 

13 一般機械器具製造業 

14 電気・電子機械器具製造業 

15 輸送用機械器具製造業 

16 精密機械器具製造業 

17 その他の製造業 

18 出版・印刷、同関連産業 

19 電気・ガス・水道業 

20 運輸・倉庫業及び関連付帯サービス業 

21 郵便・通信業 

22 卸・小売業 

23 商社・貿易業 

24 修理サービス業（自動車・ 機械器具等） 

25 飲食店 

26 金融業 

27 保険業 

28 不動産業 

29 生活関連サービス業 

30 娯楽関連サービス業 

31 情報処理サービスおよびコンピュータソフトウェア事業 

32 法律・会計・税務等の専門サービス 

33 事業関連サービス(コンサルティング・広告・調査・レンタル等)  

34 医療・保健衛生サービス業（含む公的サービス） 

35 その他のサービス業 

36 教育・研究機関 

37 政治・経済・文化団体等及び各種協同組合 

38 公務（国家、地方、外国） 

39 上記分類以外 

 


